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■ 出題分析表＜分野別＞                   数字は、選択肢の数 
 24 25 26 27 28 29 30 令元 ２ ３ ４ 

労働時間の動向 5    5      5 

賃金の動向   5 5   2 5    

雇用の動向 

（労働力率、完全失業率、求人・求職等） 
    

  
 

   
5 

雇用の動向 

（労働者派遣、民営職業紹介等） 
    

  
 

   
 

雇用の動向 

（女性、パート、若年者、高齢者等） 
5 15  5 1 5 12 3 2 5 5  

雇用管理の動向    4       5 

労使関係の動向   5     5    

職業能力開発の動向 5     3      

その他       5  5 5 1 

 

■ 出題分析表＜資料別＞                       ○は選択式 

 24 25 26 27 28 29 30 令元 ２ ３ ４ 

労働力調査（総務省）         ①  5 

毎月勤労統計   ③         

就労条件総合調査 5  5 5 8   5 ①  5 

賃金構造基本統計調査            

働く女性の実情            

雇用均等基本調査   ①      ①   

労働組合基礎調査     1       

労働経済白書 5   5      5  

厚生労働白書      4 ①   ④ ① 

その他 
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※1 平成23年度能力開発基本調査 

※2 平成24年版男女共同参画白書（内閣府）、平成24年版高齢社会白書（内閣府）、平成22年就業形態

の多様化に関する総合実態調査、平成24年障害者雇用状況の集計結果 

※3 平成24年労働者健康状況調査、平成23年有期労働契約に関する実態調査 

※4 中高年者縦断調査、平成25年雇用動向調査、仕事と介護の両立に関する企業アンケート調査、就

業構造基本調査（総務省） 

※5 平成25年若年者雇用実態調査、平成25年労働組合活動等に関する実態調査 

※6 平成28年度能力開発基本調査、外国人雇用状況の届出状況のまとめ、平成28年男女共同参画白書 

※7 平成28年労働災害発生状況の分析等、平成29年度版少子化社会対策白書 

※8 平成29年労使間の交渉等に関する実態調査、平成29年就業構造基本調査（総務省） 

※9 平成30年若年者雇用実態調査、平成30年労働安全衛生調査（実態調査） 

※10 令和元年就業形態の多様化に関する総合実態調査 

※11 令和２年転職者実態調査 



 

 －1－

１ 有効求人倍率 Ｃ 
 

□ 有効求人倍率 
（有効求人倍率は1.28倍で、前年に比べて0.15ポイント上昇） 

① 令和４年平均の有効求人倍率は1.28倍となり、前年の1.13倍を0.15ポイント上回った。 

② 令和４年平均の有効求人は前年に比べ12.7％増となり、有効求職者は0.7％減となった。 

 

 有効求人倍率（倍）  有効求人倍率（倍） 

平成25年 0.93 30年 1.61 

26年 1.09 令和元年 1.60 

27年 1.20 ２年 1.18 

28年 1.36 ３年 1.13 

29年 1.50 ４年 1.28 

 

資料出所 厚生労働省「職業安定業務統計（一般職業紹介状況）」 

労働経済用語の解説 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

求人倍率には、「有効求人倍率」と「新規求人倍率」とがある。 
有効求人倍率＝月間有効求人数／月間有効求職者数（倍） 
新規求人倍率＝新規求人数／新規求職申込件数（倍） 

「新規求人数」とは、その月に受け付けた求人をいい、前月から未充足のまま繰越された求人と

新規求人数との合計を「有効求人数」という。 
また、「新規求職申込件数」は、その月に受け付けた求職申し込みの件数をいい、「有効求職者数」

とは、前月から繰越された有効求職者数と「新規求職申込件数」との合計をいう。 
有効求人倍率は、動きが安定し方向が読みとりやすく、また、景気の動向とほぼ一致した動きを

示す。求人倍率としては、通常、有効求人倍率が用いられる。 
一方、新規求人倍率は労働力需給状況の変化の先行的な動きをとらえることができるとされている。 
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２ 労働力人口・労働力率 Ｂ 
 

□ 労働力人口 
（労働力人口は５万人の減少） 

① 労働力人口（15歳以上人口のうち、就業者と完全失業者を合わせた人口）は、2022年

平均で6,902万人（前年に比べ５万人の減少（２年ぶりの減少））となった。 

  男女別にみると、男性は3,805万人（22万人の減少）、女性は3,096万人（16万人の増加）

となった。 

② 15～64歳の労働力人口は、2022年平均で5,975万人（前年に比べ６万人の減少）となっ

た。男女別にみると、男性は3,256万人（22万人の減少）、女性は2,718万人（15万人の増

加）となった。 

 

◆ 労働力人口の推移 
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◆ 年齢階級別労働力人口の推移

 

 

＜労働力調査の区分＞ 
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